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Ⅰ．序論
　近年、看護基礎教育において多職種連携教
育が求められている。大学における看護系人
材養成の在り方に関する検討会が提示してい
る「看護学教育モデル・コア・カリキュラ
ム」では、看護職として求められる基本的な
資質や能力として、保健・医療・福祉におけ
る協働が示されており、また、看護実践の基
本となる専門基礎知識として、保健・医療・
福祉チームにおける連携と協働が明記されて
いる（１）。これらの学習目標には、協働の

目的や意義、実践の具体的な説明や、チーム
医療の中での看護師の役割についての説明、
チームの構成方法やチーム内での効果的な話
し合いをする方法についての説明することが
できることが必要とされている。これらの学
習目標を達成するためには、連携や協働に関
する知識の修得や、実践における多職種連携
の在り方がある程度イメージできることが必
要であり、そのための教育が、多職種連携教
育である。地域社会の要請に応えた保健・医
療人材の 21 世紀型教育の提言を受け、
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2013 年に WHO から発刊された教育ガイド
ラインにも 11 の推奨項目のうちの一つに
Interprofessional Education（以下 IPE）が
明記され、その必要性が強調されている

（２）。先進的に IPE が導入されている英国の
Centre for the Advancement of 
Interprofessional Education：CAIPE（英
国専門職連携教育推進センター）は、次のよ
うに IPE を定義している（３）。IPE とは

「2 つ以上の異なる専門職者が、保健医療福
祉サービスの質向上を目指して連携・協働の
質を向上させるために、同じ場所で共に学
び、互いに学び合いながら、お互いのことを
学ぶ機会」である。この定義における「専門
職者」には、その専門職について学ぶ学生も
含まれており、英国において、保健医療福祉
における基礎教育課程で、IPE は必須となっ
ている。日本では 2000 年頃から、主に医療
系大学で始められており、小河らは、51 の
大学で連携教育を実施していると報告してい
る（４）。また、酒井らは、全国の看護師等
学校養成所 1284 件を対象に調査を行い、
477 件の分析対象のうち、IPE の実施は 64
件（13.4 ％）であると報告している（５）。
477 件のうち、大学は 75 件中 44 件

（58.7 ％）が IPE を実施しており、養成所は
279 件中 16 件（5.7 ％）であった。この実
施率からみても、上記で述べた IPE の定義に
基づき「同じ場所で共に学び、互いに学び合
いながらお互いを学ぶ」方法を、現在日本に
存在するすべての大学や専門学校で導入する
ことは非常に困難である。定義に基づき
IPE を行うためには、2 つ以上の異なる専門
職種を学ぶ学生が同じ場所で互いに学ぶとい
う環境調整が必要となる。単科大学や専門学
校、看護学部以外の医療系学部を持たない大
学においては、学校内部の調整を超えて、学
習環境を整える必要があり、この調整は容易
なことではない。　　　
　文部科学省の調査によると、平成 30 年度
の看護師学校・養成所の割合は、大学が
263 校（24.7 ％）、2 年・3 年課程の養成所
は 690 校（64.8 ％）であり、大学の入学定
員数は 23,670 名（34.9 ％）、養成所の入学
定員数は 37337 名（55.0 ％）である

（６）。これらのデータを踏まえて、養成所の

ほとんどが単科であることを考慮すると、日
本における看護基礎教育を教授する教育機関
の半数以上が IPE を行うための環境調整を必
要とする状況であると考えられる。また、他
学科の学生同士が共に学ぶための場の環境調
整以外にも、それぞれの学科のカリキュラム
の調整や、教授する側の教員間の連携（教育
内容や方法、評価方法の検討・役割分担）な
どの調整が必要であり、IPE 導入の大きな課
題であると考える。
　また、現代の日本の家族の構成状況を鑑み
ると、多職種連携教育の対象となる現代の学
生の多くは、核家族の割合が多く、幼いころ
から高齢者との接触が限られた状況であるこ
とが推察される。さらに、超高齢化社会の日
本で、多職種連携が必要とされる場面は、高
齢者の多様で複雑化した問題に対応する場面
であることが多く、生活経験の少ない看護学
生にとっては非常にイメージしにくいといっ
た課題がある。そのうえ、病院で活躍する多
職種チームには、感染対策、摂食・嚥下、褥
瘡管理、糖尿病、栄養サポート、緩和ケアな
ど多種多様なチームが存在するため医療実践
者の認識ですら、「多職種連携」という言葉
を聞いた際にイメージする場面や状況は、そ
れぞれの経験によって様々である。したがっ
て「多職種連携」という言葉は、多様な捉え
方や表現があり、抽象的な言葉であると捉え
られる。デールの経験の円錐から考えれば、
抽象的な事象の概念化には、より直接的で具
体的な経験をすることが重要であるため、多
職種連携教育においても、学生が具体的な経
験ができる教育方法の検討が課題である

（７）。しかし、基礎教育課程における病院施
設内での実習は、時間や内容に限りがあり、
その中で複雑な疾患を抱えた対象の多様化し
たニーズに対応する多職種連携の場面や状況
を網羅した経験を担保することは非常に困難
である。
このように、日本の看護基礎教育における多
職種連携教育には、2 つの課題がある。1 点
目は、複数の専門職種の学生が共に学ぶため
の学習環境を整えることが困難であること。
２点目は、学習者が多職種連携についての具
体的なイメージがしにくく、効果的な学習と
なりにくい点である。対象の多様なニーズ
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に、専門分化した多職種が連携・協働する
「多職種連携」についての学修を、看護学生
が円滑に行うようにするためには、日本の看
護基礎教育における多職種連携教育の現状を
踏まえ、課題に対応した教育方法の検討が必
要である。
　したがって、本研究の目的は、日本の看護
系大学における多職種連携教育の現状と課題
を明らかにすることである。先行文献から、
看護基礎教育における多職種連携教育の中で
必要とされる学習目標を参考に、学習目標を
設定し、その学習目標についての到達度の評
価から現状と課題を明らかにする。

Ⅱ．方法
研究デザイン
　質問紙調査法を用いた横断的研究。
データ収集期間
　2020 年 1 月～2020 年 6 月
研究参加者
　全国の看護基礎教育を行う大学（国立・公
立・私立を含めた）277 校の、看護学科の
IPE 担当者もしくは、カリキュラム運営に携
わる人（教務主任、教学委員長）を対象とし
た（１施設 1 名）。
データ収集方法
本調査は、郵送法による質問紙調査とし
た。
データ収集の手順
　対象となる大学の学部長もしくは学科長宛
に、本研究の研究依頼書一式を送付し承諾が
得られる場合、IPE 担当者もしくは、教務主
任あるいは教学委員会委員長に、質問紙調査
票を渡すこと、研究の承諾が得られない場
合、研究依頼書一式を破棄することを文書依
頼した。
調査内容
　対象者の属性：職位、役職、教員経験年数
とした。
　大学の特徴：看護学科以外の医療保健福祉
に関する学科の有無（医学部医学科、薬学
部、理学療法学科、作業療法学科、言語聴覚
学科、社会福祉学科、臨床検査学科、診療放
射線科、栄養学科・管理栄養学科、歯学部歯
学科、臨床心理学科、その他から選択）につ
いて。

　IPE の実践：IPE の実践の有無、実践して
いる場合は IPE の実践方法と実践期間、教育
内容及び評価方法（既存尺度の使用の有無と
その尺度名）について。
学生の卒業時の IPE に関する学習目標の到達
度について：日本看護系大学協議会や日本看
護学校協議会で示されている学習目標を参考
に、独自に作成された 31 項目の各項目に対
して、教員が認識している学生の学習目標の
到達度を思う：5 点、やや思う：4 点、ふつ
う：3 点、やや思わない：2 点、思わない：
１点のリカートスケールで調査を行った

（８）（９）。
　看護基礎教育における IPE において、学生
に優先的に学ばせたい多職種連携の場面とそ
の選択理由、その場面に登場する職種、その
場面の具体的な内容について。
データの分析方法
　基本属性は記述統計を行った。
　IPE を実践していない群、単科で IPE を実
践している群、他学部と共に IPE を実践して
いる群の 3 群に分け、学生の卒業時の IPE に
関する学習目標の到達度について、各項目の
得点の平均及び中央値を算出し、データの正
規性を確認した。その上でクラスカル‒ウォ
リス検定で比較を行った。
　学生の IPE 学習目標の卒業時到達度につい
て、５段階のスケールのうち、「思う：５
点」と「やや思う：４点」と「ふつう：３
点」を「思う」に併合、「やや思わない：２
点」と「思わない：１点」を「思わない」に
併合しフィッシャーの正確確率検定を行っ
た。
　看護基礎教育における IPE として、学生に
優先的に学ばせたいと考える多職種連携の場
面について、単純集計を行った。
　分析には統計処理ソフト、SPSS for 
WINDOWS ver.25.0 を使用した。

Ⅲ．倫理的配慮
　N 大学研究倫理審査委員会の倫理審査にお
いて研究実施許可番号（2019N−016）を得
て研究を実施した。また、同意を得る対象へ
の配慮として以下のことに配慮した。
　対象の匿名性を確保するために、調査票は
無記名とし、調査への協力についての自由な
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判断、プライバシーの保護、及び、否定的な
見解の記述ができるように配慮を行った。
　対象者の調査同意の有無は、その返送をも
って協力の同意が得られたものとした。
　調査で得られたデータは鍵をかけて保管
し、データの保管期間は論文作成より 10 年
間とする。

Ⅳ．結果
　質問紙調査票の回収は、277 件中 39 件、
回収率は 14.1%であった。回収した 39 件に
ついて、IPE の学習目標の到達度の欠損値は
なかったため、39 件全てを有効回答とし
た。対象の基本属性を表 1 に示す。回答した
教員の職位は、教授が 26 件(66.7%)、准教
授が 7 件(18%)、講師が 1 件(2.6%)、助手が
4 件(10.3%)、無回答が 1 件(2.6%)であっ
た。また、IPE の担当者は 15 件(38.5%)、
教務主任は 6 件(15.4%)、教学委員長は 4 件
(10.3%)、学科長は 1 件(2.6%)、学部長は 3
件(7.7%)、その他は 8 件(20.5%)、無回答は
2 件(5.1%)であった。教員の経験年数の平均
は 17.6 年であった。
回答のあった大学は、国立大学が 5 件
(12.8%)、公立大学が 6 件(15.4%)、私立大
学が 28 件(71.8%)であった。併設する学科
がある大学は 33 件(86.8%)、併設する学科
がない大学は 5 件(15.8%)であった。

【看護系大学の多職種連携教育の現状】
　1）IPE の実践状況
　IPE について、実践していると回答があっ
たのは 31 件(79.5%)、実践していないと回
答があったのは 8 件(20.5%)であった。IPE
を実践していると回答した 31 件について、
IPE の実施期間の平均は 6.7 年であった。
IPE の位置付けは、「一つの科目として位置
付けられている」が 20 件(64.5%)、「他の科
目の中の単元に位置付けられている」が 6 件
(19.4%)、「位置付けはないが意図的に IPE に
関する教育を行っている」が 4 件(12.9%)、
その他は 1 件(3.2%)であった。
IPE の実践方法は、「他大学の他学部の学生
とともに教育を行っている」が 9 件(29%)、

「同大学の他学部の学生とともに教育を行っ
ている」が 12 件(38.7%)、「単独の学部のみ
で教育を行っている」が 10 件(32.3%)であ

った。単独の学部のみで教育を行っていると
回答した大学のうち、併設する学部を有して
いるのは 8 件(80%)であった。
　IPE で実践している教育内容(複数回答
可)は、「多職種連携の目的と意義」が 27 件
(87.1%)、「多職種間のコミュニケーション」
が 28 件(90.3%)、「カンファレンス」が 20
件(64.5%)、「多職種の役割と機能」が 29 件
(93.6%)、「リフレクション」が 11 件
(35.5%)であった。
2）教員が認識する学生の IPE 学習目標の卒
業時到達度
　回答のあった 39 件の IPE 学習目標の卒業
時到達度を、平均点の高い項目から順に表 2
に示す。平均点が 4 点以上の項目は、「対象
者を中心とした連携と協働のあり方について
説明できる」が 4.38±0.85 点、「保健・医
療・福祉における協働の目的と意義について
説明できる」が 4.21±0.76 点、「対象者を中
心とするチームの構成方法について説明でき
る」が 4.21±0.90 点、「看護の対象となる
人々との協働的な関係の形成を理解し、説明
できる」が 4.18±0.74 点、「コミュニケーシ
ョンの原則や技術について理解できる」が
4.15±0.84 点、「看護における人間、健康、
環境、病気の概念を理解する」が
4.13±0.87 点、「看護師の倫理綱領について
理解できる」が 4.10±1.07 点、「リーダーシ
ップについて理解できる」が 4.05±点、全体
の平均点が 3 点未満の項目は、「診療放射線
技師の役割と活動内容について説明できる」
が 2.97±1.10 点、「臨床心理士の役割と活動
内容について説明できる」が 2.82±0.92
点、「歯科医師の役割と活動内容について説
明できる」が 2.59±0.91 点、「臨床工学士の
役割と活動内容について説明できる」が
2.59±1.27 点であった。
　3）IPE 実践状況（複数学科で実施・単科
で実施・実施していない）の違いによる卒業
時到達度の比較
　IPE を複数の学科で実践している大学、
IPE を単科で実践している大学、IPE を実践
していない大学の 3 群について、学生の卒業
時到達度（最小値 31 点～最大値 155 点）の
中央値の比較を行った（表 3）。IPE を実践
していない大学の卒業時到達度の中央値は
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117.0（67‒118.5）点であり、IPE を
単科で実践している大学は 109.5

（73‒116.75）点であった。また、IPE
を複数の学科で実践している大学は
112.0（96‒126）であった。この 3 群の中央
値の差について、有意差はみられなかった

（ｐ＝ 0.26）。
　表 3 に関して、Fisher の正確確率検定を
行なったところ、「各専門職の組織の構成に
ついて理解できる」と「対象者を中心とする
チームの構成方法について説明できる」の二
つの項目で有意差が認められた。したがっ
て、IPE の実践の有無によってこの２項目の
卒業時到達度には違いがあるといえる。

【看護基礎教育の IPE として、学生に提示す
る優先度の高い多職種連携の場面につい
て】
　看護基礎教育の IPE として学生に提示する
優先度が高い多職種連携の場面について、図
１に示す。最も回答数が多かったのは退院支
援カンファレンスであった 17 件(44.7%)。

退院支援カンファレンスの場面で登場する職
種の内訳としては、医師が 16 件(94.1%)、
看護師が 16 件(94.1%)、理学療法士が 13 件
(76.5%)、社会福祉士が 12 件(70.6%)、管理
栄養士が 11 件(64.7%)、薬剤師が 10 件
(58.8%)、作業療法士が 9 件(52.9%)、言語
聴覚士が 7 件(35.3%)、臨床心理士が件
(23.1%)、歯科医師が 6 件(15.4%)、臨床工
学士が 6 件(15.4%)、臨床検査技師が 2 件
(11.8%)、診療放射線技師が 2 件(11.8%)で
あった。
 

Ⅴ．考察
【看護系大学の多職種連携教育の現状】
　他学部と共に IPE を実践している大学は
39 件中 21 件で、全体の 53.8 ％であった。
酒井らの調査では、大学の IPE 実施率は
58.7 ％(75 件中 44 件)と報告されている
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（10）。看護学教育モデル・コア・カリキュラ
ムにおいて保健・医療・福祉チームにおける
連携と協働についての学習目標が追記されて
はいるものの、ここ数年における大学での
IPE 実施率に大きな変化は見られないことか
ら、実践するにあたり何らかの困難があると
考えられる。林は 3 年課程の看護学校のカリ
キュラム運営に責任のある立場の教員を対象
とした調査で、教員の認識には単科学校で他
の学部との連携を行うことの難しさや、現行
のカリキュラムの内容を教えるのに精一杯で
あること、IPE の具体的な展開についての教
員の理解不足があることを明らかにしている

（11）。大学においても単科の看護学部は多
く、同様の困難があることが推察される。ま
た、本結果でも IPE を実践している 31 件の
うち IPE 担当者の回答が 15 件(48.4 ％)であ
ったことからも、大学内の専任教員で IPE を
担当して教授することができる教員が少ない
ことが推察される。
　卒業年次の IPE 学習目標の到達度につい
て、項目の 1 から 15 については各専門職種
の役割と活動内容、組織構成についての理解
の程度を問う設問であり、平均点は 2.59～
3.87 の間であった。リカートスケールの 3 が

「ふつう」であることを考慮すると、平均点
が 3 を下回る項目が 5 項目あり、全体の傾向
として卒業時到達度が高いとは言えない。教
育を実践している内容について、「多職種の
役割と機能」は９割の大学が教授していると
回答しているが、それぞれの専門職について

の役割や活動内容については、その理解度に
バラつきが見られることが推察される。ま
た、職種について知ってはいても、患者を中
心としたチームを形成した際に、それぞれの
職種がどのような役割分担となるのか考える
ために必要なところまで理解できているとは
限らない。厚生労働省が示すように、多職種
連携において、看護師はそれぞれの職種との
調整役を担うことが多い（12）。連携がスム
ーズに行われるためには、調整を行う職種に
ついての理解が重要である。これらの項目
は、Barr.H が提唱する多職種連携能力の基
盤となる 3 つのコアコンピテンシーである

「基盤的コミュニケーション能力」「自職種・
他職種理解」「チーム医療協働能力」の内、

「自職種・他職種理解」に関する設問である
（13）。本結果で特に平均点が低かったの
は、歯科医師・臨床心理士・臨床工学士の役
割と活動内容の理解についての項目であっ
た。病院における多職種チームには感染制御
や、栄養サポート、緩和ケアなどがあり、学
生の臨地実習でそれらのチームの活動場面を
実際に見学する機会があるが、歯科医師を含
むチームは少なく、実際の役割や活動内容に
ついて理解を深めることが難しい状況である
ことが考えられる。また、臨床心理士や臨床
工学士は、職業として認定・制定されたのが
臨床心理士は 1988 年、臨床工学士は 1987
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年と、専門職としては比較的新しい職種であ
ることから、他の職種と比べて学生がイメー
ジしにくい可能性がある。他の職種について
の理解度が低い場合、チームで連携を行う上
で起こりうる対立や葛藤への対応が、より困
難になることが懸念される。
　以上のことから、「多職種」としてひとま
とめにするのではなく、一つ一つの職種につ
いての役割や活動内容について教授し、評価
を行うことが課題であると考える。
　本結果において、IPE を複数の学科で実践
している大学、IPE を単科で実践している大
学、IPE を実践していない大学の 3 群で、卒
業時学習目標の到達度の比較を行ない、有意
な差はみられなかった。しかし、IPE 実践の
有無と二つの項目との関連について、有意差
が認められた。これらの項目「各専門職の組
織の構成について理解できる」と「対象者を
中心とするチームの構成方法について説明で
きる」は、表 3 に示すように、どちらの項目
も IPE を実践している大学の方が、学習目標
が達成できたと判断されており、IPE の実践
が多職種連携を行うために必要な知識の獲得
につながっていると考えられる。山本らは大
学入学早期から IPE を実践し、社会的スキル
の向上や、下位尺度が「チームワークとコラ
ボレーション」、「IPE の必要性の理解」、「非
独善的態度」で構成される RIPLS の得点が
有意に上昇したことを報告している（14）。
本結果で有意差の認められた「チームの構成
方法の理解」は、チームワークを促進するた
めに必要な要素であり、IPE の実践による効
果であると考えられる。また、その一方で

「チームの構成方法の理解」については、
IPE を実践している大学のすべてがポジティ
ブ（思う）な解答をしているのに対して、

「各専門職の組織構成の理解」は、IPE を実
践している大学 31 件中の 8 件（25.8 ％）が
ネガティブ（思わない）な解答をしている。
多職種の理解については、現状、大学で実践
している IPE の課題であり、今後、教授内容
や方法の検討をする必要があると考えられ
る。IPE の評価は、牧野らの ATHCT

（Attitudes towards health care teams）
や、大部らの地域基盤型 IPE 自己評価尺度が
開発され妥当性の検証が行なわれており、今

後ますます多職種連携教育の質の向上が求め
られる（15）（16）。

【看護基礎教育の IPE として、学生に提示す
る優先度の高い多職種連携の場面につい
て】
　看護基礎教育の IPE で、学生が学習必須な
多職種連携の場面は、退院支援カンファレン
スが 17 件(44.7%)と最も多く回答が得られ
た。退院支援カンファレンスは、病院で治療
を受けている患者が、円滑に自宅もしくは療
養施設に退院できるように調整する機会であ
り、それぞれの職種が患者・家族にとってよ
りよい暮らしができるように話し合いを行う
場でもある。場合によっては、患者・家族の
参画を進める状況もある。近年、日本では高
齢化が進み、医療や介護の需要が増加してい
る。それに伴い厚労省は、高齢者の尊厳保持
と自立生活の支援を目的として、地域包括ケ
アシステムの構築を推進している。退院支援
カンファレンスは、病院と自宅・地域をつな
ぐ重要な機会となり、看護基礎教育において
も優先度の高い学習項目であるため、このよ
うな結果となったことが考えられる。

【研究の限界と課題】
　研究の限界として、本調査において質問紙
調査票の回収は 277 件中 39 件、回収率は
14.1%であった。郵送法における質問紙調査
の回収率として、本調査の回収率は低く、デ
ータの解釈について一般化が難しい。回収率
が低い理由として、調査対象者の役割分担者
の割り当てがなかったことが考えられる。本
調査の調査票は、各大学の学部長もしくは学
科長に届くよう郵送し、調査への協力につい
て同意が得られた場合に IPE 担当者に質問紙
調査票を渡していただく手続きで行った。し
かし、質問紙調査の対象者が IPE 担当者であ
ったため、IPE を実践していない場合や、
IPE 担当者の役割分担が行われていない場合
に、調査票の回答に至らなかった可能性があ
る。

Ⅵ．結論
　日本の看護系大学における IPE の現状とし
て、以下が明らかになった。
・全体の 79.5%の大学は多職種連携教育を行
っており、他学部と共に IPE を実践している
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大学は、53.8%であった。
・IPE を実践していない大学よりも、実践し
ている大学の方が、対象者を中心とするチー
ムの構成方法や各専門職の組織の構成の理解
について、IPE 学習目標の卒業時到達度が有
意に高かった。

日本の看護系大学における IPE の課題とし
て、以下が明らかになった。
・IPE 学習目標の到達度について、各職種の
役割や活動内容に関する学生の理解の程度
が、職種によってばらつきがあることが示唆
された。教育を進めていく上で、歯科医師・
臨床心理士・臨床工学士の役割や活動内容に
ついて、学生が理解しやすいように学ぶこと
ができる工夫が必要である。
・退院支援における多職種の役割や活動につ
いて、学生が具体的にイメージして学ぶこと
ができる教育方法の検討が必要である。
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Basic nursing education
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Summary
The purpose of this study was to clarify the current status and issues of 

Interprofessional Education in nursing colleges in Japan.
A questionnaire survey was conducted among IPE staff in nursing departments 

or those involved in curriculum management at 277 universities offering basic nursing 
education in Japan. A 5point Likert scale was used for each of the 31 items originally 
developed to assess the level of achievement of students' learning goals for IPE at the 
time of graduation, and a survey was conducted on the Interprofessional work 
situations that students should be given priority to learn in IPE in basic nursing 
education and the reasons for their selection. Thirtynine questionnaires (14.1%) were 
returned.

As for the current status of IPE in basic nursing education in Japan, 31 
universities (79.5%) were practicing IPE, and 53.8% were practicing IPE with other 
departments. Universities practicing IPE have significantly higher graduation 
attainment in understanding the structure of the team around the subject and the 
organization of each professional.
As a challenge, it was suggested that the degree of students' understanding of the roles 
and activities of each type of job varied depending on the type of job with regard to the 
achievement of IPE learning objectives. The occupations with the lowest level of 
understanding were dentists, clinical psychologists, and clinical engineers. It is 
necessary to consider educational methods that enable students to visualize and learn 
specifically about the roles and activities of multiple professions in supporting hospital 
discharge.

Keywords: Interprofessionalwork, InterprofessionalEducation, Basicnursing 
education, IPE, IPW


